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電子帳簿保存法の改正について 

令和 3 年度の税制改正により電子帳簿保存法のデータ保存要件が緩和されました。 

今回は令和 4 年 1 月 1 日に施行される新しい電子帳簿保存法について、重要な改正点を抜粋してお伝えします。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国税庁：「電子帳簿保存法が改正されました(令和 3 年 5 月)」       

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/12.htm） 

 

 

 

 

 

 

 

※ 内容に関するお問合せ・ご相談はひょうご税理士法人までお願いします。（担当：山口） 
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～最後に～ 
 これまでに税務署長の承認を受けて帳簿等を電子データで保
存していた場合は施行日以降も改正前の要件を満たす必要があ
ります。改正された要件で電子データ保存を行う場合は承認を
取りやめる手続きが必要となりますのでご注意ください。 

電子データで保存することで紙書類の管理の負担軽減や保存
場所の削減が期待されます。まだ電子データ保存をされていな
い方は帳簿書類の電子データによる保存を検討してみてはいか
がでしょうか。 

◆電子帳簿保存法とは 

原則紙での保存が義務付けられている帳簿書類や証憑資料を電子データで保存することを認めた法律です。 

 電子帳簿保存法上、電子データによる保存は次の 3 種類に分けられます。 

①電子帳簿等保存  会計ソフト等で作成した帳簿をデータのまま保存 

②ス キ ャ ナ 保 存  紙で受領、作成した書類をデータにして保存 

③電 子 取 引  電子メール等で授受した取引をデータで保存 

URL:https://www.hyogo-houjin.or.jp/ 

 

◆電子帳簿保存法の改正点 

① 電子帳簿等保存に関する改正 

・税務署長の事前承認制度の廃止 

 これまでは、帳簿書類等を電子データで
保存するためには、事前に税務署長の承認
が必要でしたが、事前承認が不要となりま
した。 
 

・最低限の要件を満たす電子帳簿の電子

データによる保存が可能 
 正規の簿記の原則に従って記録された
電子帳簿に従って作成されたものに限り、
電子データによる保存が認められます。 
 ほかの要件は右記の概要をご参照くだ
さい。 
 

・優良な電子帳簿に係る過少申告加算税

の軽減措置の整備 
優良な電子帳簿の要件を満たし、届出書

をあらかじめ所轄税務署長に提出してい
る場合、申告漏れに課される過少申告加算
税が 5％軽減される措置が整備されまし
た（申告漏れについて仮装隠ぺいがある場
合を除きます）。 
 
② スキャナ保存に関する改正 

・タイムスタンプ要件の緩和 

 これまでは、受領者等の自署が必要かつ
付与期限が書類の受領後 3 日以内でした
が、自署が不要かつ最長約 2 か月以内と
なりました。 
 
③ 電子取引に関する改正 

・検索機能の確保 

 検索可能な要件である「一定の事項」が
取引年月日、取引金額、取引先となりまし
た。 
 


